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○ 事例名等

《広域化等の類型及びその概要》

○団体・事業の概要

営業収益(千円) 600,423 1,402,389 1,103,375 609,848

職員数(人) 12 27 13 9

営業費用(千円) 591,580 1,280,525 955,313 551,313

施設利用率(％) 74.0 80.1 63.9 60.0

有収率（％） 83.5 87.6 89.2 75.1

供用開始年月日 昭和26年3月5日 昭和13年8月1日 昭和35年2月1日 昭和26年4月1日

給水人口（人） 32,675 61,393 50,021 30,391

行政区域内面積（㎢） 39.9 117.8 158.6 152.8

事業区分 水道事業（末端給水） 水道事業（末端給水） 水道事業（末端給水） 水道事業（末端給水）

団体名 善通寺市 観音寺市 さぬき市 東かがわ市

行政区域内人口（人） 32,842 62,130 50,965 32,365

営業費用(千円) 3,926,531 7,054,669 2,150,622 1,060,148

営業収益(千円) 4,360,483 7,860,708 2,236,786 1,224,665

有収率（％） 99.8 93.1 89.0 84.0

職員数(人) 71 166 33 31

給水人口（人） 922,585 416,549 110,039 54,495

施設利用率(％) 70.0 56.5 70.7 54.9

事業区分 水道事業（用水供給） 水道事業（末端給水） 水道事業（末端給水） 水道事業（末端給水）

供用開始年月日 昭和49年8月1日 大正10年9月1日 大正15年4月1日 昭和10年4月1日

行政区域内人口（人） 1,002,173 429,451 113,587 54,798

行政区域内面積（㎢） 1,876.7 375.4 111.8 92.5

概要
用水供給を行う県水道局、末端給水を行う８市８町及び用水供給を行う小豆地区広域行政事務組合に
より、県全域での垂直・水平統合を目指す。

団体名 香川県 高松市 丸亀市 坂出市

事例名 香川県内における水道広域化の取組

団体名

香川県、高松市、丸亀市、坂出市、善通寺市、観音寺
市、さぬき市、東かがわ市、三豊市、土庄町、小豆島町、
三木町、宇多津町、綾川町、琴平町、多度津町、まんの
う町、小豆地区広域行政事務組合

類型 事業統合

水道：事例15
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※表中の計数はH28年３月末時点

営業費用(千円) 230,946 198,487

営業収益(千円) 232,777 125,607

有収率（％） 86.7 95.9

職員数(人) 3 3

給水人口（人） 11,344 26,758

施設利用率(％) 75.8 55.4

事業区分 水道事業（末端給水） 水道事業（用水供給）

供用開始年月日 昭和35年9月1日 昭和50年8月18日

行政区域内人口（人） 19,380 30,247

行政区域内面積（㎢） 194.5 170.0

営業収益(千円) 328,732 584,452 265,845 637,276

団体名 まんのう町
小豆地区広域行政事
務組合

職員数(人) 3 8 6 9

営業費用(千円) 312,756 479,576 194,213 624,094

施設利用率(％) 48.5 61.9 41.8 48.0

有収率（％） 94.2 86.3 80.0 89.9

供用開始年月日 昭和27年9月1日 昭和30年4月1日 昭和13年4月1日 昭和27年8月1日

給水人口（人） 18,435 22,952 9,495 23,707

行政区域内面積（㎢） 8.1 109.8 8.5 24.4

事業区分 水道事業（末端給水） 水道事業（末端給水） 水道事業（末端給水） 水道事業（末端給水）

団体名 宇多津町 綾川町 琴平町 多度津町

行政区域内人口（人） 18,508 24,742 9,572 23,726

営業費用(千円) 1,514,778 307,047 425,441 431,312

営業収益(千円) 1,850,874 411,432 452,183 467,735

有収率（％） 91.0 80.1 84.0 92.0

職員数(人) 17 9 9 6

給水人口（人） 66,797 12,900 13,858 27,980

施設利用率(％) 58.5 54.4 63.3 58.0

事業区分 水道事業（末端給水） 水道事業（末端給水） 水道事業（末端給水） 水道事業（末端給水）

供用開始年月日 昭和26年9月11日 昭和34年3月31日 昭和31年4月1日 昭和38年9月1日

行政区域内人口（人） 68,084 14,722 15,525 28,632

行政区域内面積（㎢） 222.7 74.4 95.6 75.8

団体名 三豊市 土庄町 小豆島町 三木町

− 47 −



１．取組の背景、検討を開始した契機・導入過程
     （1）取組の背景

・香川県では、県水道局が香川用水を水源とする用水供給事業を行い、８市９町が末端給水事業を行い、
小豆地区広域行政事務組合が土庄町及び小豆島町を対象に用水供給事業を行っているが、人口減少に
よる給水収益の減少、香川用水の取水制限や県内水源の供給力の低下、施設の老朽化に伴う大量更新、
施設の耐震化、施設整備水準や水道料金の格差、水道職員の確保などの課題がある。
・このため香川県、８市８町（直島町を除く。）及び小豆地区広域行政事務組合は、取水、浄水から末端給水
までを、それぞれの水源とともに一体的に管理、運営する香川県広域水道企業団（仮称）の設立を目指すこと
とした。

（2）検討を開始した契機・導入過程

２．取組の具体的内容とねらい、効果
・水道事業の広域化に伴い、スケールメリットを生かした業務の効率化や、浄水場の統廃合による更新事業の　　　
削減が可能となり、経営基盤を強化することができる。
・浄水場の統廃合により停止する施設の更新事業費等の縮減を図るとともに、財政的に有利な水道広域化
推進事業の交付金制度を活用して、滞っている更新事業が計画的に推進できる。
・事業を統合することにより従来の給水区域の垣根がなくなり、島しょ部を除く県内全域で香川用水と県内水源
の一元管理が可能となり、広域化のメリットである効率的な水運用が行える。
・広域水道事業の整備計画を策定して実施することにより、着実に改善していくことが期待できる。また、地震を
をはじめとする災害対策のマニュアル化などが進み、危機管理能力の向上が図られる。
・水道料金は、広域化による業務の効率化や国の交付金の活用などにより、単独で水道事業を行う場合よりも
低く抑えることができる。
・施設整備水準は、整備計画に従って着実に実施していくことにより、中長期的に見れば格差が解消していく
ものと考えられる。
・総務系の業務の集中管理などにより、職員数の最適化を図りながら、技術職員数は維持し、構成団体との
人事交流やプロパー職員の採用などにより、若手職員を確保・育成し、技術力の継承を図ることが可能となる。

３．広域化等に取り組む上での都道府県の関与や役割
県と市町の水道担当者による広域化の勉強会を開催し、専門委員会の設置による広域化の検討などにより、
香川県の水道広域化のあり方を示した上で、関係団体首長を委員とする協議会を開催して、広域化の有効性を
共通認識し、現在は広域水道企業団設立に向けて、構成団体が共同で準備作業を進める場となっている。

４．今後の課題等
構成団体が多く、それぞれの地元議会、住民の理解を得つつ、企業団設立を果たすことが当面の課題。
それに並行して、その後の円滑な統合水道事業の開始に向け、旧事業体間の業務について調整を進めて行く。

平成20年 県、市町の水道担当者による水道広域化勉強会を開始。

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

平成26年

知事と市長グループのトップ政談会において、高松市長から水道広域化検討開始の要
請があり、これに続く知事と町長グループのトップ政談会において、知事から水道広域
化検討を呼びかけた。

有識者（厚生労働省ＯＢ、大学教授、経営コンサルタント、公認会計士）による水道広域
化専門委員会を設置し、県内水道のあるべき姿の検討を開始した。また同年、日本水
道協会香川県支部から知事へ水道広域化について要望があった。

専門委員会から知事への提言「香川県内水道のあるべき姿に向けて」を受けて、広域
化の基本方針や運営母体の構想を検討するために、香川県水道広域化協議会を設置
した。

広域化協議会から「県内水道の広域化に関する基本方針等の中間とりまとめ」が出さ
れ、広域水道事業及び事業体に関する基本的事項について協議・検討するため、平成
25年に香川県広域水道事業体検討協議会が設置された。

検討協議会から「広域水道事業及びその事業体に関する基本的事項のとりまとめ」が
出され、具体的に広域水道事業体の設立準備を目的として、平成27年に香川県広域水
道事業体設立準備協議会（法定協議会）を県と６市８町で設置し、平成28年に２市が加
わって、平成29年11月の企業団設立、平成30年４月の水道事業開始に向けて、準備作
業を進めている。
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○問合せ先

担当課 　香川県政策部水資源対策課水道広域化推進室

TEL 087-832-3106 MAIL mizusigen@pref.kagawa.lg.jp
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